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ぎふし共育都市プロジェクト 

取組のあらまし 

取 組 団 体 岐阜県岐阜市 

取 組 内 容 「ぎふし共育都市プロジェクト～We Hug！共に子育てを楽しもうプロジェク

ト～」を実施、岐阜市における男性の育児参加推進には着実な成果が現れつつ

ある。 

推 進 体 制 ２名（令和６年度） 

予 算 等 8,356 千円（令和６年度） 

１  岐阜県岐阜市の概要 

人 口 399,127 人 令和７年１月１日現在（住民基本台帳人口） 

職 員 数 1,907 人 令和６年４月１日現在（一般行政部門） 

総 面 積 203.60 ㎢ 令和７年 10 月１日現在（国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」） 

図表 １ 岐阜市位置図 

 

 

 

出所：岐阜市ホームページ 
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２  取組の背景・目的 

(1) 取組の背景 

岐阜市では近年、出生数の減少が深刻化している。平成 29 年には年間出生数が 2,914 人

となり、戦後初めて 3,000 人を下回った。こうした中で、岐阜市は「こどもファースト」を

掲げ、安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進める一環として、男性の主体的な育

児参画支援策に着手した。 

「ぎふし共育都市プロジェクト～We Hug！共に子育てを楽しもうプロジェクト～」は、国

の地域少子化対策重点推進交付金（内閣府（現：こども家庭庁））を活用し令和元年度から実

施されており、父親の意識改革と育児スキル向上を図ることで夫婦による共同子育て（＝共

育）の実現を目指すものである。 

本プロジェクトの経緯をみると、初年度（令和元年度）は「パパ大学（父親向け子育て講

座）」「父子旅行（Ko-to-trip）」「新聞特集（岐父新聞）」「共育・女性活躍企業認定」の 4 事

業を実施した。当初は市民向け広報紙面（岐阜新聞など）を活用した父親支援情報の発信や、

父子の絆づくりを目的としたバス旅行イベント等により事業を展開した。その後、新型コロ

ナウイルス感染症の流行に伴う一時的な事業調整を経て、オンライン発信の強化や感染対策

に配慮したイベント開催など工夫を重ねつつ継続された。 

令和 3 年度には公式ポータルサイト「We Hug ぎふ

（ウィーハグぎふ）」が開設され、SNS 公式アカウント

（Twitter（現：X）・Instagram）での情報発信も開始。

令和 4 年度には著名なお笑い芸人（３児の父）を公式

アンバサダーに迎え、公開講座（後述）を開催するなど

事業内容を拡充している。 

図表 ２ We☆Hug ぎふ 

 
出所：岐阜市 HP 

 

(2) 取組の全体構成 

本プロジェクトは、父親個人への支援から職場環境の整備、情報発信まで多角的な施策で

構成されている点に特徴がある。具体的には、①父親の育児スキル習得や仲間づくりを目的

とした参加型講座「子育てカレッジ」の開催、②父親向け育児情報の提供（ウェブサイト等

を活用）、③企業における仕事と育児の両立支援策の推進（共育・女性活躍企業認定制度）、

④ポータルサイトや SNS 等のデジタル媒体を通じた周知啓発から構成されている。 

効果的な推進体制の構築に向けて、庁内関係課や民間との連携体制が構築されており、そ

れぞれの施策が連動し合い、父親の「意識」と「実践」の両面を支援する包括的な枠組みと

なっている。 
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３  取組内容 

(1) 子育てカレッジ 

「子育てカレッジ」は、子育て中の父親を主な対象に、育児や家事の基礎知識やスキル、

楽しみ方を学べる講座である。忙しく時間がない、何から始めて良いか分からないといった

悩みを抱える現役パパに寄り添い、自信を持って育児に臨めるようサポートすることを目的

としている。講座の代表的プログラムである「公開講座」では、親子で楽しめるイベント等

を実施している。 

 

(2) 父親のための子育て支援情報 

本プロジェクトでは、父親向けの育児支援情報も積極的に発信している。令和元年度には

市公式広報紙面等を活用し、「岐父新聞」と題した連載特集を通じて父親に役立つ子育て情報

を提供した。これは地域紙の紙面に父親目線の育児記事を掲載する取り組みで、例えば家事

の時短術、育児と仕事の両立体験談、地域の子育てサービス紹介など、多彩なテーマを月１

回ペースで発信した。 

令和２年度以降は情報発信の主軸をデジタルへ移し、公式ポータルサイト内に「ぎふ共育

ナビ（父親のための子育て支援情報）」のコーナーを開設した。ここでは「パパも知りたい子

育て情報」「知っておきたい岐阜市の共育情報」等のカテゴリで記事を掲載し、育児や家事に

困ったときに役立つノウハウや地域資源の紹介、先輩パパ・ママの声、育児 Q&A など、多角

的なコンテンツを提供している。これらの記事はスマートフォンからも閲覧しやすく、忙し

い父親でも通勤時間などに手軽に情報収集できる。 

また、令和６年度から、積極的な

男性の育児参画が大切であるとの

考えのもと、家事・育児を楽しむパ

パの姿を写した写真とコメントを

募集する「パパ・アワード」を開催

している。 

 

図表 ３ パパパワードの募集案内 

 
出所：岐阜市共育都市プロジェクト HP 
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(3) ぎふし共育・女性活躍企業 

「ぎふし共育・女性活躍企業」認定制度は、家庭における共育（夫婦共同での子育て）と

職場における女性活躍推進の両面から少子化に挑むため、市が独自に設けた企業表彰制度で

ある。具体的には、仕事と家庭の両立支援や男女が共に働きやすい職場環境づくりに積極的

に取り組み、一定の基準を満たした企業を「ぎふし共育・女性活躍企業」として認定する。 

認定企業には岐阜市より認定証と認定マークが交付され、名刺や自社ホームページへのロ

ゴ使用、ハローワーク求人票への認定企業表示が許可されるほか、市の広報媒体で企業名が

紹介され企業イメージ向上につながるといったメリットが提供される。また一部金融機関に

おいて融資金利の優遇措置も受けられる。 

制度開始の令和元年度には直ちに企業募集が行われ、令和２年３月に初の認定企業が誕生

した。以降、年度ごとに新規認定と更新が継続しており、令和６年度までの累計認定企業数

は 143 社（新規 60 社・更新 83 社）にのぼる。 

 

図表 ４ ぎふし共育・女性活躍企業の対象 

 

出所：岐阜市共育都市プロジェクト HP 

 

(4) ポータルサイト・SNS の活用 

岐阜市は従来の広報媒体に加え、デジタルプラットフォームを積極的に活用することで若

年世代の父親層へのアプローチを強化している。公式ポータルサイト「We Hug ぎふ」は本プ

ロジェクトの情報集約拠点として位置づけられ、事業概要やイベント情報のほか、前述の父

親向け子育て情報（ぎふ共育ナビ）や企業認定制度の紹介、活動報告などコンテンツが体系

的に掲載されている。また、SNS の公式アカウント（X・Instagram）ではイベント開催案内や

募集告知、育児ワンポイントアドバイス、参加者の声など様々な情報発信を行っている。ポ

ータルサイトと SNS を駆使した情報発信戦略により、時間や場所の制約を超えて幅広い層へ

のリーチを実現するとともに、視覚的・感性的なアプローチで共育の理念を浸透させている。 
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(5) 取組の推進体制 

本プロジェクトは市の「子ども政策課」が主管となり推進されており、庁内外の関係者と連携

した体制を構築している。また財源面では、令和元年度以降毎年度、国の地域少子化対策重点推

進交付金（内閣府、こども家庭庁）を活用して事業費を確保している。実施に当たっては、NPO 法

人等との協働により事業を展開している。 

４  成果・課題 

(1) 成果 

本プロジェクトの実施により、岐阜市における男性の育児参加推進には着実な成果が現れ

つつある。まず定量的な成果として、事業への参加者数が年々増加している。令和６年度に

開催された公開講座には延べ 670 人が参加し、父親参加型の育児イベントとしては異例の規

模となった。今までの参加者アンケートでは育児や家事への前向きな回答が多く、具体的行

動として「育児休業の取得を職場に申請した」「毎週末は子どもと公園に行く習慣を始めた」

といった報告も寄せられている。 

また、家庭内では父親の家事・育児時間の増加や夫婦間の会話の促進といった効果もあり、

参加家族からは「夫婦で協力して子育てする意識が高まった」「育児に積極的な父親同士で交

流ができ心強い」といった好意的な声も聞かれた。企業側の成果としても、認定制度を通じ

た職場環境整備が進んだ。認定企業の中には男性社員の育休取得率が向上した例や、短時間

勤務制度の男女問わない利用促進で社員の仕事と育児の両立を支える文化が醸成された例が

報告されている。 

 

(2) 課題 

課題として、現在の参加者は子育てに関心の高い一部の父親に偏る傾向があり、真に支援

が必要な多忙層や未婚の若年男性などへ十分リーチできていない可能性がある。今後は職場

単位での働きかけ（例：企業内研修への組み込み）や、妊娠期の夫婦への早期アプローチ（両

親学級等での周知）を強化し、より幅広い層の父親を巻き込む工夫が求められる。 

また、講座後に意欲が高まっても、職場の繁忙などから家事・育児時間を十分確保できな

くなる可能性があることから、企業認定制度を通じて職場環境のさらなる改善を促すととも

に、参加者へのコミュニティ形成を支援することが期待される。 

加えて、事業として現状では国の交付金に大きく依存しているため、持続的な取組とする

ためには、財源確保が課題である。 
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関連・参考資料 

岐阜市 HP: ぎふし共育都市プロジェクト 男性の育児参画支援 

 https://www.city.gifu.lg.jp/kosodate/kosodateshien/1003680/index.html 

岐阜市共育都市プロジェクト HP 

 https://we-hug-gifu.com/ 

岐阜市共育都市プロジェクト HP：父親のための子育て支援情報 

https://we-hug-gifu.com/support/ 

 


